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    平成２２年度那須塩原市水道事業会計決算審査意見書の提出について 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第２項の規定により、審査に付された平

成２２年度那須塩原市水道事業会計決算について、決算書及び証書類、その他関係書類を審査した

ので、その結果に基づき次のとおり意見書を提出します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成２２年度那須塩原市水道事業会計決算審査意見書 

 

１．審査の対象 

  平成２２年度那須塩原市水道事業会計決算 

 

２．審査の期間 

  平成２３年７月１９日から８月２３日まで 

 

３．審査の方法 

  地方公営企業法第３０条第７項の規定に基づく決算書類及び同法施行令第２３条の規定に基

づく決算付属書類等を、証書類その他の会計書類等と照合し、地方公営企業法第３条に規定する

経営の基本原則の趣旨に従っているか否か、内容の説明と資料の提出を求めて審査した。 

 

４．審査の結果 

審査に付された平成２２年度那須塩原市水道事業会計の決算書類及び決算付属書類は、関係法

令に準拠して作成されており、計数に誤りはなく、経営状況及び財政状況が適正に表示されてい

るものと認めた。また、予算の執行状況はおおむね所期の目的に従って執行され、運営は公営企

業本来の目的である公共の福祉を増進することに配慮して行われているものと認めた。 

なお、決算の概要は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 - 1 -



５．決算の概要 

 ⑴ 事業の概要 

   平成２２年度の業務実績は次表のとおりである。 

対 前 年 度 比 較
区     分 単位 平成２２年度 平成２１年度

増  減 比率（％）

計 画 給 水 人 口 人 117,770 117,770 0 0

給 水 区 域 内 人 口 人 117,968 117,504 464 0.4

給 水 人 口 人 115,984 115,473 511 0.4

普 及 率 ％ 98.32 98.27 0.05 0.1

給 水 区 域 内 戸 数 戸 46,911 46,636 275 0.6

給 水 戸 数 戸 46,139 45,826 313 0.7

配 水 能 力 ㎥/日 73,580 83,219 △9,639 △11.6

総 配 水 量 ㎥ 16,762,263 16,351,833 410,430 2.5

一 日 最 大 配 水 量 ㎥/日 51,023 50,801 222 0.4

一 日 平 均 配 水 量 ㎥/日 45,924 44,800 1,124 2.5

一人一日最大配水量 ℓ/日・人 440 440 0 0

配 

 

水 

 

量 
一人一日平均配水量 ℓ/日・人 396 388 8 2.1

総 有 収 水 量 ㎥ 13,299,319 13,144,497 154,822 1.2

有 収 率 ％ 79.34 80.39 △1.05 △1.3

供 給 単 価 円 173.31 175.30 △1.99 △1.1

給 水 原 価 円 162.96 162.15 0.81 0.5

  給水人口は115,984 人で、普及率は、98.32％である。年間総有収水量を年間総配水量で除し

た有収率は、79.34％であった。なお、配水能力が前年度と比べ減少しているのは、高林浄水場

の廃止その他水源の廃止等を行ったことによるものである。 
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⑵ 予算の執行状況 

① 収益的収入及び支出 

 予算執行状況は、次表のとおりである。 

 【収益的収入】                       （単位：円･％）（税込） 

区  分    平成22年度決算額 平成21年度決算額 比較 

営業収益 2,485,583,796 2,490,036,378 △0.2

営業外収益 65,447,574 65,429,641 0.03

特別利益 5,355 28,203 △81.0

合   計 2,551,036,725 2,555,494,222 △0.2

前年度決算額と比較すると、微減となっている。収入の主なものは、水道料金2,420,086,966

円及び水道加入金45,072,300円である。 

  【収益的支出】                        （単位：円･％）（税込） 

区  分    平成22年度決算額 平成21年度決算額 比較 

営業費用 1,977,841,077 1,948,527,246 1.5

営業外費用 234,663,397 231,806,485 1.2

特別損失 11,188,134 19,953,386 △43.9

合   計 2,223,692,608 2,200,287,117 1.1

前年度決算額と比較すると、微増となっている。支出の主なものは、北那須水道受水費

543,035,744円、有形固定資産減価償却費714,522,437円、企業債支払利息226,827,903円であ

る。 

 

② 資本的収入及び支出  

予算執行状況は、次表のとおりである。 

【資本的収入】                        （単位：円･％）（税込） 

区  分    平成22年度決算額 平成21年度決算額 比較 

企業債 601,100,000 604,700,000 △0.6

負担金 9,971,500 207,088,750 △95.2

補償金 6,769,980 0 皆増

補助金 181,850,000 175,000,000 3.9

一般会計補助金 33,726,542 29,923,000 12.7

合   計 833,418,022 1,016,711,750 △18.0

前年度決算額と比較すると、18.0％減となっている。その主な理由は、企業債及び負担金のう

ち湯宮・鴫内地区周辺整備事業負担金196,224,000円の減によるもの。収入の主なものは、企業

債601,100,000円、水道水源開発等施設整備費国庫補助金181,850,000円である。 
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【資本的支出】                       （単位：円･％）（税込） 

区  分    平成22年度決算額 平成21年度決算額 比較 

建設改良費 1,542,348,163 1,598,291,212 △3.5

固定資産購入費 69,300 3,123,861 △97.8

量水器費 1,398,200 1,605,340 △12.9

企業債償還金 412,768,334 483,523,427 △14.6

開発費 0 0 －

合   計 1,956,583,997 2,086,543,840 △6.2

前年度決算額と比較すると、6.2％減となっている。その主な理由は、浄水設備費64,922,100

円と企業債償還金70,755,093円の減によるものである。 

支出の主なものは、建設改良事業では、浄水設備費として千本松浄水場高区配水池築造工事を

115,944,000円、老朽管更新事業として配水管の布設替工事16,572.2ｍを1,010,534,700円、配

水管整備事業として配水管の布設工事7,191.3ｍを281,127,000円で行った。 

 

 

  以上の結果、資本的収入額が資本的支出額に対して生じた不足額の補てん状況は、次のとおり

である。 

【資本的収支の不足額補てん内訳表】                   （単位：円・％） 

区  分 平成22年度 平成２１年度 比較 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 58,715,736 52,972,658 10.8

過年度分損益勘定留保資金 0 113,466,503 皆減

当年度分損益勘定留保資金 731,464,578 684,948,578 6.8

建設改良積立金 332,985,661 218,444,351 52.4

合      計 1,123,165,975 1,069,832,090 5.0
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⑶ 経営成績 [損益計算書（消費税抜）] 

  経営成績は次表のとおりである。                （単位：円・％） 

区  分 平成22年度 平成21年度 比較 

事業総収益決算額 Ａ 2,432,179,627 2,436,542,554 △0.2

総費用決算額 Ｂ 2,177,931,285 2,150,546,112 1.3

当年度純利益Ｃ（Ａ－Ｂ） 254,248,342 285,996,442 △11.1

前年度繰越利益剰余金Ｄ(前年度繰越欠損金) 0 0 0.0

当年度未処分利益剰余金Ｅ（Ｃ＋Ｄ） 254,248,342 285,996,442 △11.1

  

事業総収益決算額（Ａ）、総費用決算額（Ｂ）の内訳は、次表のとおりである。 

【事業総収益決算額内訳表】                     （単位：円・％） 

金     額 構成比 金     額 構成比

2,368,283,106 97.4 2,372,621,211 97.4 △ 0.2

水道料金 2,304,970,069 94.8 2,304,271,474 94.6 0.0

水道加入金 42,933,500 1.8 46,727,500 1.9 △ 8.1

その他営業収益 20,379,537 0.8 21,622,237 0.9 △ 5.7

63,891,166 2.6 63,893,140 2.6 0.0

受取利息及び配当金 1,430,460 0.1 1,865,930 0.0 △ 23.3

他会計補助金 20,597,757 0.8 21,132,000 0.9 △ 2.5

雑収益 41,862,949 1.7 38,229,999 1.6 9.5
消費税及び地方消費税還付金 0 0.0 2,665,211 0.1 皆減

5,355 0.0 28,203 0.0 △ 81.0

2,432,179,627 100.0 2,436,542,554 100.0 △ 0.2

平成22年度 平成2１年度
増減率区        分

収益合計

営業収益

営業外収益

特別利益
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【総費用決算額内訳表】                                            （単位：円・％） 

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

1,931,681,864 88.7 1,898,953,164 88.3 1.7

原水及び浄水費 768,576,101 35.3 779,470,808 36.3 △ 1.4

配水及び給水費 232,070,550 10.7 241,742,754 11.2 △ 4.0

総係費 207,333,717 9.5 200,554,106 9.3 3.4

減価償却費 714,677,437 32.8 670,425,031 31.2 6.6

資産減耗費 9,024,059 0.4 6,760,465 0.3 33.5

その他の営業費用 0 0.0 0 0.0 -

235,537,610 10.8 232,467,728 10.8 1.3

支払利息及び企業債取扱諸費 226,827,903 10.4 223,971,110 10.4 1.3

雑支出　他 8,709,707 0.4 8,496,618 0.4 2.5

10,711,811 0.5 19,125,220 0.9 △ 44.0

2,177,931,285 100.0 2,150,546,112 100.0 1.3

平成22年度 平成2１年度
増減率

費用合計

特別損失

区　　　　　　分

営業費用

営業外費用

㋐ 供給単価と給水原価 

有収水量１㎥当たりの供給単価及び給水原価は、次表のとおりである。 

（単位：円）                  

区分 平成22年度 平成2１年度

供給単価 173.31 175.30

給水原価 162.96 162.15

差　　額 10.35 13.15  

㋑ 収 益 率 

収益率は、次表のとおりである。営業収支比率は、業務活動の能率を示すもので、比率が

高いほど良好である。総収支比率は、収益と費用の総対的な関連を示すもので、同じく比率

が高いほど良好である。 

                         （単位：％） 

区分 平成22年度 平成2１年度
営業収支比率 122.6 124.9
総収支比率 111.7 113.3  

※営業収支比率＝営業収益÷営業費用×１００ 

※総 収 支 比 率＝総収益÷総費用×１００ 
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⑷ 財政状況 

貸借対照表（消費税抜）によると、当事業年度の財政状況は次のとおりである。 

㋐ 資産                              （単位：円･％） 

 

  負債・資本                           （単位：円･％） 

 

㋒ 財務比率 

 短期の流動、つまり支出能力を示す流動比率・酸性試験（当座）比率は、次表の

    年以内に現金化できる資産と支払わなければならない負債とを比較するもので

    率の別名で、流動資産のうち現金預金及び容易に現金化しうる未収金

金　　額 構成比 金　　額 構成比

22,817,958,963 90.8 21,974,541,770 89.3 3.8

有形固定資産 22,756,459,544 90.5 21,912,987,518 89.0 3.8

無形固定資産 2,302,863 0.0 2,457,863 0.0 △ 6.3

投　　　資 59,196,556 0.3 59,096,389 0.3 0.2

2,299,962,807 9.1 2,611,860,003 10.6 △ 11.9

現金及び預金 2,123,049,405 8.4 2,308,962,782 9.4 △ 8.1

その他の流動資産 176,913,402 0.7 302,897,221 1.2 △ 41.6

19,144,266 0.1 26,907,348 0.1 △ 28.9

25,137,066,036 100.0 24,613,309,121 100.0 2.1

平成22年度 平成2１年度
増減率区　　　分

合    計

固定資産

流動資産

繰延資産

 

㋑

金　　額 構成比 金　　額 構成比

固定負債 298,533,743 1.2 251,123,059 1.0 18.9

流動負債 633,281,671 2.5 913,752,065 3.7 △ 30.7

931,815,414 3.7 1,164,875,124 4.7 △ 20.0

資本金 13,093,372,133 52.1 12,572,054,806 51.1 4.1

剰余金 11,111,878,489 44.2 10,876,379,191 44.2 2.2

24,205,250,622 96.3 23,448,433,997 95.3 3.2

25,137,066,036 100.0 24,613,309,121 100.0 2.1

増減率区　　分

合    計

負債計

資本計

平成22年度 平成21年度

 企業としての

とおりである。 

 流動比率は、１

ある。流動性を確保するためには、流動資産が流動負債の２倍あることが望まれるので、理想比

率は200％以上である。 

 酸性試験比率は、当座比
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などの当座資産と流動負債とを対比させたもので100％以上が理想比率とされている。 

一般的に望ましいとされる流動比率200％、酸性試験（当座）比率100％を大幅に上回ってお

り

（単位：％） 

流動比率 363.2 285.8

酸性試験（当座）比率 358.6 280.6

、良好な状態となっている。 

区        分 平成22年度 平成21年度

  

※ 流動比率＝流動資産÷流動負債×１００ 

動負債×１００ 

     

債及び資本の構成比率は、次表のとおりである。固定資産及び流

     資本＋負債）とこれを構成する固

（単位：％） 

固 定 資 産 構 成 比 率 9 0 . 8 8 9 . 3

流 動 資 産 構 成 比 率 9 . 1 1 0 . 6

固 定 負 債 構 成 比 率 3 9 . 2 3 9 . 1

流 動 負 債 構 成 比 率 2 . 5 3 . 7

自 己 資 本 構 成 比 率 5 8 . 3 5 7 . 2

※ 酸性試験比率＝（現金預金＋未収金）÷流

         

 長期の健全性を示す資産、負

動資産の構成比率は、それぞれ総資産に対する固定資産・流動資産の占める割合である。固定資

産構成比率が大きく、資産が固定化の傾向にあるといえる。 

また、固定負債、流動負債及び自己資本構成比率は、総資本（

定負債・流動負債・自己資本の関係を示すもので、自己資本構成比率が大きく、経営の安全性が

高くなっているといえる。                   

区 分 平 成 2 2 年 度 平 成 2 1 年 度

 

※ 固定資産構成比率 ＝ 固定資産÷総資産×１００ 

負債＋資本）×１００ 

負債＋資本）×１００ 

※ 流動資産構成比率 ＝ 流動資産÷総資産×１００ 

※ 固定負債構成比率 ＝  (固定負債＋借入資本金)÷（

※ 流動負債構成比率 ＝ 流動負債÷（負債＋資本）×１００ 

※ 自己資本構成比率 ＝ 自己資本（自己資本金＋剰余金）÷（
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６．意見 

平成２１年度に事業統合された那須塩原市水道事業は、平成２２年度にそれまで合併以前か

ら続いていた６つの料金体系を統一し、負担の公平化を図った。平成２２年度は、安定した配・

給水を確保するため、千本松浄水場高区配水池築造工事を行うと共に、 老朽管16,572.2ｍの

更新、配水管7,191.3ｍの布設工事を行った。また、災害や事故等の緊急時に速やかに対応で

きるよう管路等情報を電子化した。これらのことから、将来に向けて、安心でおいしい水の安

定的な供給を続けるための事業は、着実に実行されているものと言える。 

 業務実績についてみると、普及率98.32%（前年度98.27%）、有収率79.34%（前年度80.39%）

となっている。有収率については、毎年老朽管更新工事を進めているところであるが、低下し

ている。原因をつきとめ、早急の対策の検討を要望する。 

 営業成績についてみると、事業総収益2,432,179,627円に対し総費用は2,177,931,285円で、

純利益254,248,342 円を前年度の純利益285,996,442 円と比較すると11.1ポイントの減とな

っている。主な理由は、現在進めている老朽管の更新工事による減価償却費の増加や水道料金

統一に伴う激変緩和措置によるものであるが、今後もこの状況は続いていくので、経営の合理

化、効率化等で経費の節減を図り、純利益の確保に努められたい。 

水道料金の徴収については、収納率94.6％であり、前年度と比較すると0.7ポイント上昇。

収納率は、合併後から毎年向上している。不納欠損に関しては、9,517,745円・1,196件あり、

前年度の19,160,158円・1,784件と比較すると、9,642,413円（50.3％）・588件（33.0％）の

減となっている。滞納対策については、滞納者の状態など様々な要因を把握し、鋭意努力され

ているところであるが、収入未済や不納欠損を増やさないため、滞納整理の早期着手、給水の

停止措置の適切な運用等を実施をされたい。 

なお、原発事故以来、市民の水道水の安全に対する関心が今まで以上に高まっている。検査

費用等の増加の問題はあるが、安心で安全な水を市民に届けることが何事にも優先することは

言うまでもなく、市民の不安解消に向けさらなる努力を願いたい。 

本水道事業は地方公営企業法に基づく事業であり、公営企業の基本原則である公共の福祉の

増進を図るとともに、常にその経済性が要求されるものであるから、健全経営を図り、安心安

全な水の安定供給に一層の創意工夫と努力を重ねられることを念願して決算審査の報告とす

る。 
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